
   

 

 ※サポート補助金は「津山市内に本社又は主たる事業所若しくは工場を有する企業」が対象になります（④の一部 ⑪⑫以外）。 

  企業とは会社法（平成１７年法律第８６号）に規定する市内に事業所若しくは工場を有する法人をいう。 

 補 助 金 名 補 助 対 象 事 業 補 助 対 象 経 費 補助率 補助上限額 申請時期 

① 
デジタル人材育成支援 

サポート補助金 

社員等のデジタルリテラシー向上を支援し、デジ

タル化の促進を図るために行う研修等に要した費

用 

受講料、研修費、教材費（パソコン本体等の機器類やシス

テム、ソフトウェアは対象外）、講師・専門家謝金及び旅費、

委託費、会場費等 

２/３以内 １0 万円 

随時 

(2 月末まで) 

② 
他機関を活用した専門家派遣

サポート補助金 

岡山県産業振興財団、中小企業基盤整備機構等が

実施する専門家派遣事業、及び経営改善計画／再

生計画策定に要する費用 

専門家派遣費用、認定支援機関による支援費用の自己負担

額 
１/２以内 

10 万円

（経営改善計画等策定： 20万円）  

（同一年度内） 

③ 
＜拡充＞ 
長期研修会参加サポート 

補助金 

岡山県産業振興財団、中小企業基盤整備機構、QC

サークル中国・四国支部岡山地区等が実施する研

修会、㈱ボーダレスアカデミーが運営するソーシ

ャルビジネススクール事業※１にて開講する講座・

プログラムに参加する費用。（オンライン研修を含

む） 

研修（オンライン研修を含む。2 日間以上。ただし、QC サ

ークルで行う事業は除く）に係る経費、宿泊費用（当該研

修施設の宿泊施設への宿泊に限る） 

※１ は、起業を目指す津山市内在住、または同市内での創

業予定の者を対象 

2/3 以内 
20 万円 

（同一年度内） 

④ 
販路開拓 

サポート 

補助金 

展示会出展補助 
県外で開催される見本市、展示会、博覧会、インタ

ーネット商談会への出展に要する費用 

小間料、出展料、データ登録料、小間装飾費用、運搬費、

資料作成費、展示物製作費、旅費 
１/２以内 

国内：20 万円 

国外：40 万円 

クラウドファン

ディング・マーケ

ティング補助 

クラウドファンディング、マーケティングリサー

チ費用 

地域外や海外におけるテストマーケティング費、マーケッ

トリサーチ費、自社製品、サービスの販売を目的としたク

ラウドファンディングの活用費用（同一商品は過年度含め

1 回のみ利用可） 

２/３以内 30 万円 

外国語 HP作成 

補助 

日本語以外の言語を主に使用したインターネット

のホームページ作成費用、商品カタログ作成費 
ホームページ作成委託費、商品カタログ作成費 １/２以内 

【発注先】 

市内企業：30 万円 

市外企業：10 万円 

プロモーション

補助 

つやま産業支援センター補助金メニューを活用し

て開発した製品を販売開始するためのプロモーシ

ョン費用 

ホームページ作成委託費、商品カタログ作成費、商品ロゴ

製作費、その他経費 
１/２以内 

【発注先】 

市内企業：4０万円 

市外企業：20 万円 

⑤ 設備導入サポート補助金 
岡山県産業振興財団が行う設備貸与制度を利用し

て設備導入する事業者への補助 

設備貸与制度のうち「割賦販売」で支払う保証金（設備代

金の 10%） 

⑴ロボット導入等 

2/3 以内 

⑵上記以外は 

1/2 以内 

5０万円 

 

随時 

(3 月 15 日

まで) 

⑥ 

付加価値化・事業転換 

サポート補助金 

【開発系補助金】 

主に地域外に販売する新規性、独自性を持つ付加

価値の高い新商品開発若しくは下請からの事業転

換を図るための新商品開発の費用 

旅費、原材料費、機械装置費、工具・器具費、先行技術

調査費、委託料、技術指導受入費、外注費、人件費（IT

以外は 1/3 以内）、その他経費 

２/３以内 
40 万円 

（革新性ある事業：８０万円） 

 

随時 

(2 月末まで) 

令和７年度 つやま企業サポート事業補助金 
つやま産業支援センター 

TEL:２４－０７４０ 

お問合せ・お申し込み 



 補 助 金 名 補 助 対 象 事 業 補 助 対 象 経 費 補助率 補助上限額 申請時期 

⑦ 

新製品・新技術開発サポート

補助金 

【開発系補助金】 

革新的な新製品、新技術、自動化技術、付加価値製

品などの開発費用 

（特に自社技術を用いた新事業展開、地域資源を用いた

付加価値製品の開発、地域内企業の連携による革新的技

術の開発等を優先） 

旅費、原材料費、機械装置費、工具・器具費、先行技術 

調査費、共同研究費、技術指導受入費、外注費、人件費 

（設計・IT のみ）、その他経費 

２/３以内 300 万円 

※令和 7 年 

5 月末 

⑧ 
ICT 技術開発サポート補助金 

【開発系補助金】 

自社の技術を用い、新規性の高いソフトウェア又

はクラウドサービスを製品化するための開発、共

同研究及び試作（テストマーケティングを除く） 

人件費、共同研究費、旅費、その他経費（クラウドサーバ

利用料等） 
2/3 以内 100 万円 

⑨ 
知的財産権取得サポート 

補助金 
特許権・実用新案権・意匠権の取得に係る費用 出願料、出願請求料、技術評価請求料、弁理士等報酬 １/２以内 

特許権    ：20 万円 

特許権以外：10 万円 

 

随時 

(2 月末まで) 

⑩ 
プロフェッショナル人材・副

業人材活用サポート補助金 

プロフェッショナル人材拠点を通じて人材を採用

した事業者、副業人材を活用する事業者への補助 

採用者の給料、諸手当のうち事業主負担額の 2 か月分。 

副業人材は、紹介手数料、報酬及び委託料の 2 か月分。 
２/３以内 40 万円 

⑪ 

サテライトオフィス設置・ 

創業拠点整備サポート 

補助金 

サテライトオフィス設置：ソフト系事業(IT、設計、

デザイン等)でのサテライトオフィス設置を行う市

外の企業で１名以上を雇用するもの 

市内に新たに事業所を開設する際に係る以下の費用 

A 費用：事務機器等購入費用 

B費用：改修費 

C 費用：賃借料（サテライトオフィス） 

※市内サテライトオフィスで３か月以上 

の継続利用に限る 

１/２以内 

新規雇用 

1 名以上 
1 次募集 

：5 月末 

2 次募集 

：8 月末 

3 次募集 

⑫のみ 

：10 月末 
 

※予算により、

追加募集を 

行わない 

場合があり 

ます。 

Ａ費用 

２５万円 

155 万円 創業拠点整備：市内での新規性・独創性・優位性の

ある事業計画を有する創業予定者 

（第二創業・企業内起業含む） 

Ｂ費用 

１００万円 

C 費用 

３０万円 

⑫ 創業サポート補助金 

3 年以上の事業計画を有し、センターが定める要

件を満たす事業で設立後３年以内の企業又は開業

届後 3 年以内の個人及び創業予定者、企業内起業 

旅費、原材料費、設備費、賃借料、謝金、先行技術調査費、

委託費、広報費、技術指導受入費、外注費、人件費（設計・

IT のみ）、登記等費用、その他経費 

１/２以内 ３0 万円 

⑬ 
＜重点＞ 
生産性向上補助金 

生産性向上を目的に自動化設備を新たに導入、又

は既存の自動化設備に新たな機能等の追加をする

ための費用 

自動化設備の購入又は賃借、搬入、移設、据付若しくは 

調整等に要する経費、その他経費 
【発注先】 

市内企業 

2/3 以内 

市外企業 

1/2 以内 

【発注先】 

市内企業：200 万円 

 

市外企業：100 万円 

随時 

(10 月末まで) 生産性向上を目的にＩＣＴソリューションを新た

に導入、又は既存のＩＣＴソリューションに新た

な機能等を追加するための費用 

ＩＣＴソリューションの導入に係るシステム設計費及び

システム構築費、ＩＣＴソリューションの導入に付随する

パソコン等設備購入費、その他経費 

⑭ 
＜新規＞ 
就職 PR動画制作支援 

サポート補助金 

人材採用を目的とする動画を制作し、インターネ

ット上に掲載する事業者への補助 

動画の制作に要する事業者に支払う委託料 

（ハードウェアの購入費・賃借料、ソフトウェアの購入費・

賃借料を除く） 

【発注先】 

市内企業 

２/３以内 

市外企業 

1/2 以内 

【発注先】 

市内企業：20 万円 

 

市外企業：10 万円 

随時 

(2 月末まで) 

 

 

 

 

 

なお、申請について①③は上限金額まで件数制限なし、他は年度あたり 1件／事業者  ※ＭＡＤＥ ＩＮ ＴＳＵＹＡＭＡの商品についてはマーケティング等補助 2回/年、付加価値化・事業転換補助 １回/年 

予算に限りがあるため、申請期限内でもお断りする場合があります 


